
【受講料】 １名 <税込> 

正会員 
32,400 円 

本体価格 30,000 円 
一 般 

35,640 円 
本体価格 33,000 円 

 
 
 
 
◎お申込み：当会ホームページまたは E-mai でお申込み下さい。 
＊お申込み後（開催１週間～10 日前までに）受講票・請求書をお送り 
いたします。 

＊最少催行人数に満たない場合ほか、諸般の事情により開催を中止 
させていただく場合もございます。 

＊会員企業一覧は当会ホームページでご確認いただけます。（http://www.bri.or.jp） 

＊お申込み後のキャンセルは原則としてお受けいたしかねますので 
ご出席できない場合は、代理の方のご出席をお願いいたします。 

＊ＦＡＸでお申込みの際、「０（ゼロ）発信のＦＡＸ機」をご使用の場合は、 
必ず「０」を押してから、番号入力をお願いいたします。（別番号への 
誤送信にご注意下さい。） 
 

【申込先】 一般社団法人 企業研究会 
〒102-0083 東京都千代田区麹町５－７－２  ＭＦＰＲ麹町ビル ２階 

TEL.０３－５２１５－３５５０  担当：金井／kanai@bri.or.jp  

 

 
     

 

 

働き方改革時代における 

在宅勤務制度導入とＨＲテック活用の留意点 
 

◇日 時◇ ２０１８年１２月 ７日（金）１３：３０～１６：３０ 

◇会 場◇ 東京・麹町『企業研究会セミナールーム』  

◇講 師◇ 毎熊 典子 氏 フランテック社会保険労務士事務所 特定社会保険労務士 

 
 

     

 

  
◇参加対象◇人事労務部門のご担当者  

 

 開催にあたって            
本年６月に働き方改革関連法が成立し、来年４月以降の労働基準法等の改正法施行に向けて、働き方改革は企

業にとって喫緊の課題であると思われます。中でも、「長時間労働の是正」や「多様で柔軟な働き方」の実現は、

働き方改革を進める上で克服すべき大きな課題であり、その課題解決には、業務プロセスの見直しを進め、労働

生産性の向上を図ることが必要不可欠となっています。 

そこで、今回は、その課題解決策として最近注目を集めている在宅勤務制度とＨＲテックについて、その導入・

運用から活用において留意すべき点を詳しく解説いたします。 

  

＊ 申込書にご記入いただいた個人情報は、本研究会に関する確認・連絡および当会主催事業や刊行物のご案内をお送りする際に利用させていただきます。 

＊ 「セミナーに関するご不明な点につきましては、当会ホームページより 〔ＴＯＰ〕→〔公開セミナー〕→〔よくあるご質問〕をご参照下さい。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 

181645-0503 2018.12.7 「在宅勤務制度導入とＨＲテック活用の留意点」 

会社名 
 

住  所 

〒 
 

部課 

役職 

 ﾌﾘ ｶ ﾞ ﾅ  

お名前 

 
 

TEL                    FAX 

E―mail                                 

 

申 込 方 法  当 会 ホ ー ム ペ ー ジ よ り お 申 込 み く だ さ い 。
https://www.bri.or.jp ＊その他セミナーの最新情報もご覧いただけます。 

 

 

＜略歴＞慶應義塾大学法学部法律学科卒。日本リスクマネジャー＆コンサルタント協会評議員・認定上級リスク
コンサルタント、日本プライバシー認証機構認定プライバシーコンサルタント。大手電機メーカーの法務担当
者としての勤務を経て、フランテック法律事務所に入所。2016年よりフランテック社会保険労務士事務所代表。  

『これからはじめる在宅勤務制度』(中央経済社)、「連載ソーシャルメディア時代の労務管理」（「ビジネス法務」
中央経済社）、「インターネット新時代の労務リスクマネジメント」（「リスク対策.com」新建新聞社）、「外国人
の雇用管理における留意点」（「会社法務Ａ２Ｚ」第一法規）ほか、労務リスクマネジメントに関する講演・執
筆多数。 

mailto:金井／kanai@bri.or.jp
https://www.bri.or.jp/


働き方改革時代における 

在宅勤務制度導入とＨＲテック活用の留意点 

           
◆ プログラム ◆ 

             

■日 時：2018年１２月 ７日（金） １３：３０～１６：３０ 

■講 師：毎熊 典子 氏 フランテック社会保険労務士事務所 特定社会保険労務士  

       Ｉ 在宅勤務制度の導入・運用の留意点  
１． 働き方改革と在宅勤務 

（１） 働き方改革関連法の成立 

（２） 働き方改革としてのテレワーク 
（３） 在宅勤務に期待される効果 
（４） 在宅勤務の導入事例 
（５） 在宅勤務導入にあたっての課題 

２． 在宅勤務制度の導入手順 
（１） 導入フローと社内体制の整備 
（２） 導入目的の明確化 
（３） プロジェクトチームの設置 
（４） 適用対象 
（５） 教育研修の実施 
（６） 試行的実施と問題点の解消 

３． 労務管理上の留意点 
（１） ガイドラインに則った労務管理体制の構築 
（２） 労務時間の管理 
（３） 健康管理 
（４） 作業環境の整備 
（５） 労働災害 
（６） 在宅勤務者の処遇 

４． ＩＣＴ環境の整備とセキュリティ対策 
（１） ＩＣＴ環境の整備 
（２） 情報セキュリティ対策 

５． 在宅勤務規程等の整備 
（１） 就業規則の見直し 
（２） 在宅勤務規程作成のポイント 

６． 運用上の課題 
７． 助成金の活用 

Ⅱ ＨＲテック活用の留意点  
１． ＨＲテックとは 
２． 人事の機能とＨＲテックのカテゴリー 

（１） 人事労務管理から人的資源管理へ 
（２） ＨＲテックのカテゴリー 
（３） ＨＲ領域におけるＡＩの活用 
（４） ＨＲテックが実現する機能 
（５） ＨＲテックのサービス事例 

３． 従業員のモニタリング 
（１） 人事評価、配置、組織活性化を目的とするモニタリング 
（２） 健康管理のためのモニタリング 
（３） 人事評価とＡＩ 

４． ＡＩと個人情報保護 

-解説- 

13：30 
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